
（様式①）

[環境創造局] （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

建設発生土対策費 75,900 76,670 △ 770 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 75,900 0 76,670 0 △ 770 0
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

0

単位

0

0

目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 技術監理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 1

事業区分

歳出予算科目 8 2 2

事業名称 建設発生土対策事業（施設等整備費以外）

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

0
補助事業 0

令和４年度 6,535 6,535

0
令和３年度 6,535 6,535 0

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

6,535
0 0 0 0 0 0

予
算

12,346 7,655 6,535 6,535 6,535

事業概要 公共工事から発生した建設発生土を、本市臨海部や地方港の埋立用材や建設資材として再利用する。

事業開始年度 平成２９年

根拠法令・方針決裁等 ・資源の有効な利用の促進に関する法律　・平成２４年１２月「広域利用事業の実施について」方針決裁

決
算

4,091 3,031 129
0 0 0

調査委託
単位

件

事業目的・効果
(必要性)

　本市公共工事から発生する建設発生土の適正処理と広域利用事業の着実な推進のため、建設発生土の物理・化学性状を調査する。

根拠・データ等 建設副産物・建設発生土関連調査委託　元年度１件、２年度０件、３年度１件（見込）、４年度１件（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 1 1 1 1 1 1 1

実績 1.0 0.0

0

目標

実績

6,535

0

0

0

0

課長 係長 建設発生土等担当

0

細事業合計 6,535 6,535 0

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 長内　紀子 鈴木　英二郎 上野　訓史

6,535 0

事業スケジュール 建設発生土調査委託　令和４年４月～令和５年３月

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

建設発生土対策事業（施設等整備費以
外）



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

0

単位

0

0

目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 技術監理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 1

事業区分

歳出予算科目 8 2 2

事業名称 建設発生土対策事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

0
補助事業 0

令和４年度 69,365 69,365

0
令和３年度 70,135 70,135 0

単独事業 69,365 69,365

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 770 0 0 △ 770 0

72,665
0 0 0 0 0 0

予
算

550,604 90,373 176,285 74,865 64,965

事業概要 公共工事から発生した建設発生土を、本市臨海部や地方港の埋立用材や建設資材として再利用する。

事業開始年度 平成６年

根拠法令・方針決裁等 ・資源の有効な利用の促進に関する法律　・平成２４年１２月「広域利用事業の実施について」方針決裁

決
算

250,417 50,691 34,983
0 0 0

広域利用事業
単位

万ｍ3

事業目的・効果
(必要性)

　本市の公共工事から発生する建設発生土を適正に処理し、公共工事の円滑な推進と資源循環型社会の構築を目指します。
　このために、国の「港湾建設資源の広域利用基本計画」に基づき、本市公共工事から発生する建設発生土を、地方港湾の埋立事業
等に活用します。

根拠・データ等 広域利用事業　元年度0.4万ｍ3、２年度0ｍ3、３年度１万ｍ3（見込）、４年度１万ｍ3（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 1 2 1 1 1 1 1

実績 0.4 0.0

0

目標

実績

69,365

0

0

0

0

課長 係長 建設発生土等担当

0

細事業合計 69,365 70,135 ▲ 770

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 長内　紀子 鈴木　英二郎 上野　訓史

70,135 ▲ 770
幸浦中継所使用経費の軽
減による負担金の減

事業スケジュール 建設発生土を随時受入、関係機関と調整し、広域利用事業の対象地方港湾へ搬出する。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

建設発生土対策事業
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